
 

 

（様式１－３） 

南相馬市 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和８年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. １ 事業名 帰還住民放射能対策機器点検校正事業 事業番号 （３）-２３-１ 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市 

総交付対象事業費 （８６，９０８）    

８８，３０７（千円） 

全体事業費 （８６，９０８）    

８８，３０７（千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

市民に貸し出しを行う放射線量測定器の性能維持のため点検校正を行い、市民自らが身近な放射線量を正

しく測定することで、放射能に対する不安の解消と市民の安全・安心を確保し、市民の帰還を促進すること

で地域の再生加速化を図ることを目標とする。 

事業概要 

市民に貸し出しを行う放射線量測定器の性能維持のため点検校正等を行う。 

【南相馬市第三次総合計画】P72 

政策の柱３ 健康・医療・福祉 施策１４ 放射線に対する健康不安の軽減 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和８年度＞ 

放射線量測定器の点検校正の実施（180 台） 

＜令和９年度以降＞ 

継続しての実施を予定している。 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

本事業の実施により市民の放射線に対する不安を軽減することによって、避難住民の帰還を促進すること

は、地域の再生加速化につながる。 

≪参考≫旧避難指示区域内の居住人口     （居住率＝居住人口／住民登録人口） 

【平成２８年７月３１日時点】  ４０２人 居住率  ３.８％（  ４０２人／１０,７１４人） 

【令和７年１０月３１日時点】４,３２９人 居住率 ６６.１％（４,３２９人／ ６,５４７人） 

 

 

関連する事業の概要 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

 

（様式１－３） 

南相馬市 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和８年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 2 事業名 健康管理支援事業（個人積算線量測定） 事業番号 (３)-２３-２ 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市 

総交付対象事業費 （７００，１９９） 

７０６，９１２(千円) 

全体事業費 （６９７，９１５） 

７０４，６２８（千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

 個人積算線量計により外部被ばく線量を測定し、それらの結果を放射線専門家等により分析、評価すると

ともにその内容を市民に情報を提供することによって、市民の放射線に対する健康不安の軽減を図る。 

 このことにより避難住民の帰還を促し、地域の帰還環境整備を図る。 

事業概要 

 個人積算線量計を市民に貸与して、市民自らが外部放射線量を測定、確認することで、不安軽減や自身の

健康管理につなげる。また、放射線専門家等による委員会を開催し、内部、外部被ばくの検査結果に基づく

放射線の健康影響について、分析してその内容を市民に情報を提供する。 

 【南相馬市第三次総合計画】P72 

政策の柱３ 【健康・医療・福祉】 施策１４ 放射線に対する健康不安の軽減 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和８年度＞ 

〇個人積算線量測定業務委託に要する経費（３か月間の測定を年４回実施『通年測定』） 

 ・測定実施人数（見込） 

   延べ１，６００人（４００人×４回） 

〇放射線専門家による会議運営に要する経費（３回） 

＜令和９年度以降＞ 

継続しての実施を予定している。 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

 本事業の実施により市民の放射線に対する健康不安を軽減することによって、避難住民の帰還を促進す

ることは、帰還環境整備につながる。 

関連する事業の概要 

放射線被ばく検診事業 

放射線健康相談事業 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

南相馬市 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和８年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 3 事業名 放射線被ばく検診事業 事業番号 (３)-２３-３ 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市 

総交付対象事業費 (９３９，０１０)   

９８７，７１１（千円） 

全体事業費 (９３９，０１０)   

９８７，７１１（千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

 ホールボディカウンターによる検査及び診察を行い、市民の放射線に対する健康不安の解消を図ること

で、避難住民の帰還を促し、地域の帰還環境整備を図る。 

事業概要 

 南相馬市に住所を有する者（原発事故後の転出者を含む）及び市外に住所を有する者で市内の保育所、幼

稚園、小学校、中学校、高校へ通所・通園・通学する者及び市内事業所に通勤する者の内、希望者に対して

問診、ホールボディカウンターによる検査及び検診を行う。 

 【南相馬市第三次総合計画】P72 

政策の柱３ 【健康・医療・福祉】 施策１４ 放射線に対する健康不安の軽減 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和８年度＞ 

〇検査内容 

 ・問診、ホールボディカウンターによる検査、診察（相馬郡医師会に委託） 

 ・小中学生は集団で検査（学校と検査実施医療機関までの送迎をバス運行業者に委託） 

〇検査実施人数（見込） 

 ・延べ３，５００人（大人は年度内１回、高校生以下は年度内２回） 

 ・乳幼児被ばく検診５０人 

＜令和９年度以降＞ 

継続しての実施を予定している。 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

 本事業の実施により市民の放射線に対する健康不安を軽減することによって、避難住民の帰還を促進す

ることは、帰還環境整備につながる。 

 

関連する事業の概要 

健康管理支援事業（個人積算線量測定） 

放射線健康相談事業 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

南相馬市 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和８年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ５ 事業名 飲用井戸水核種濃度及び水質測定事業 事業番号 (３)-２３-５ 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市 

総交付対象事業費 （３４１，５８８）（千円） 

３６９，３０８（千円） 

全体事業費 （３４１，５８８）（千円） 

３６９，３０８（千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

多くの市民が安心して飲用井戸水を利用できるよう水質検査を行い、結果について広く市民に周知する

ことで、避難住民の帰還を促進し、地域の再生加速化を図ることを目標とする。 

事業概要 

生活に不可欠な井戸水の放射性物質への不安軽減と水質に関する安全性の確認をするため、飲用井戸水

の放射性核種濃度及び水質検査を実施し、結果の公表を行う。 

【南相馬市第三次総合計画 政策の柱５ 都市基盤・環境・防災】Ｐ１０７ 

施策３８ 環境の保全 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和８年度＞ 

事業内容：飲用井戸水放射性核種及び水質検査業務 ９００検体 

     ①放射性核種検査（ヨウ素 131、セシウム 134、セシウム 137） 

     ②水質検査（一般細菌、大腸菌、硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素など 14 項目） 

＜令和９年度以降＞ 

継続しての実施を予定している。 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

本事業の実施により市民の放射性物質に対する不安を軽減することによって、避難住民の帰還を促進す

ることは、地域の再生加速化につながる。 

≪参考≫旧避難指示区域内の居住人口     （居住率＝居住人口／住民登録人口） 

【平成２８年７月３１日時点】  ４０２人 居住率  ３.８％（  ４０２人／１０,７１４人） 

【令和７年１０月３１日時点】４,３２９人 居住率 ６６.１％（４,３２９人／ ６,５４７人） 

関連する事業の概要 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

（様式１－３） 

南相馬市 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和８年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 11 事業名 放射線健康相談事業 事業番号 (３)-２４-１ 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市 

総交付対象事業費 (２７６，６０６) 

２８１，１２６（千円） 

全体事業費 (２７７，２９０) 

２８１，８１０（千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

 市民に寄り添った放射線不安軽減の為の情報を提供し、市民の放射線に対する健康不安の軽減を図るこ

とによって、避難住民の帰還を促し、地域の帰還環境整備を図る。 

事業概要 

 専門家の協力を得て座談会、相談会及び講演会の開催。モニタリング等によるリスコミ等を実施する。ま

た、放射線情報誌の発行等により情報提供を行う。 

 【南相馬市第三次総合計画】P72 

政策の柱３ 【健康・医療・福祉】 施策 14 放射線に対する健康不安の軽減 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和８年度＞ 

〇放射線教育 

 ・地域や団体等の要望に応じた座談会、相談会等及び講演会を開催する。 

〇放射線不安軽減 

 ・放射線に関する情報を効果的に発信する。 

 ・放射線情報誌 Ａ４両面チラシ 計４回発行 

〇リスクコミュニケーション 

 ・放射線健康対策委員会を中心とした専門家の協力を得て、放射線リスクの共有化に努める。 

＜令和９年度以降＞ 

継続しての実施を予定している。 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

 本事業の実施により市民の放射線に対する健康不安を軽減することによって、避難住民の帰還を促進す

ることは、帰還環境整備につながる。 

 

関連する事業の概要 

健康管理支援事業（個人積算線量測定） 

放射線被ばく検診事業 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



 

 

（様式１－３） 

南相馬市 帰還・移住等環境整備事業計画 帰還・移住等環境整備事業等個票 

令和８年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 32 事業名 自家消費野菜等放射能簡易分析事業 事業番号 (３)-２３-７ 

交付団体 南相馬市 事業実施主体（直接/間接） 南相馬市 

総交付対象事業費 （３５５，８０８）   

３７５，０６４（千円） 

全体事業費 （３５７，４０８）   

３７６，６６４（千円） 

帰還・移住等環境整備に関する目標 

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故に伴い、市内に多くの放射性物質が飛散した影響で、

農作物や山菜、きのこ類等に放射性物質が検出されるようになった。長年、親しんできた山菜、きのこ類

や自家消費作物の放射能不安は地域の食文化の衰退を招くだけではなく、食全般に対する不安を今も払拭

しきれていないために帰還をより困難にしている。 

食に対する不安払拭のため、市民自らが育てた農産物、採取した自家消費野菜等を持ち込み自分の目で

安全性を確認することができる測定環境を市内全域に整えて、安心を確保し、避難住民の帰還を促進する

ことで地域の再生加速化を図る。 

事業概要 

検査員及び測定機器を配置した検査体制を市内５箇所の生涯学習センターと小高区役所に整え、市民が

持ち込む自家消費野菜等の放射能検査を実施する。また、検査結果は市のホームページで公表する。 

【南相馬市第三次総合計画 政策の柱５ 都市基盤・環境・防災】Ｐ１０７ 

施策３８ 環境の保全 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜令和８年度＞ 

内容：自家消費野菜等の放射能検査を実施し、検査結果を市のホームページで公表する。 

≪測定機器配置場所及び検査員人数≫ 

小高区１カ所、鹿島区１カ所、原町区４カ所（市内 全６カ所の予定） 

各検査所を開く曜日を変えることで、検査員４名で業務を回すようにする。 

 

＜令和９年度以降＞ 

継続しての実施を予定している。 

地域の帰還・移住等環境整備との関係 

原発事故以前は自家消費用に山菜やきのこ類を採取して、隣近所の住民に譲渡したり、贈答したりする

ことで地域のコミュニティを形成していた。また、自家用で育てた農作物は離れて暮らす家族に送るなど

して家族の絆の醸成の一助を担ってきた。しかし、原発事故後、放射性物質が検出されるようになると自

家消費野菜等を介したこのような人と人との繋がりが希薄となっている。 

市内各所に放射能検査ができる体制を整え、自ら採取した山菜やきのこ類、自家用農産物の検査を実施す

ることで、放射能の現状を正しく理解、認識することにより原発事故以前の地域コミュニティの絆を再生

で、牽いては、地域全体の再生が実現できる。 

関連する事業の概要 

 

 



 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


